
要　　旨

本研究では，日本，米国，東アジアの ICT（情報通信技術）産業・企業の構造の相違および特徴を詳細に分

析し，それぞれの地域における ICT 産業の発展の過程を検証することが目的である。その上で2001年以降の

ICT バブル崩壊のメカニズムを解明し，各地域での ICT 産業・企業の将来像と課題について総合的に考究する

ことを最終目標としている。今回は本研究の第一段階の成果として，特に日本の ICT 産業の中核的存在である

情報サービス業の構造分析の結果を示すとともに，同産業のさらなる発展への課題について考察する。

今回，わが国の情報サービス業の構造分析により明確となったことは，同産業全体が大企業を頂点とした下請

け構造となっている傾向が強くみられることである。このことは，ユーザ企業から情報システムの構築を受注し

た大企業が下請け企業へ業務を発注する段階で中間マージンが発生することを意味しており，システム開発にお

けるコスト増の一因となっている。つまり，産業・企業による ICT 導入の経済効果を低下させていると考えら

れる。同時に，ユーザからの業務を直接受注する大企業と比較して，下請け的な業務の多い中小の情報サービス

企業の多くは，収益的にもかなり厳しい状況にある場合が多く，業務の内容も労働集約的な色彩が強くなってい

る。この背景として，わが国の企業の情報システムがカスタマイズソフトウェアを中心として構築されているこ

とを指摘したい。米国と比較して，わが国の企業の情報システムはカスタマイズソフトウェアの使用率が圧倒的

に高い。そのため営業力や実績のある大企業が受注した案件を中小の企業が下請けする構造が，情報サービス業

全体にとってリスクのない良好な状態となっていた。つまり，情報システム構築の需要が高いこれまでの環境下

では，個別のリスクを負って自らパッケージソフトウェアを開発するよりは，仕様の明確なカスタマイズソフト

ウェアを請負で構築するほうが持続的な経営を実現する望ましい選択となっていた。ただし，パッケージソフト

ウェア開発のための技術の蓄積や高い利益率を確保することは困難であり，また中国やインドなどより低コスト

のソフトウェア開発拠点に業務の移転が進みつつある現状では，日本の情報サービス業の構造変革は避けられな

い状況にある。これまでの労働集約的なカスタマイズソフトウェアの開発から，リスクを伴うもののより付加価

値の高いパッケージソフトウェア開発へ比重を高め，大企業を頂点とした下請け構造から脱却しなくてはならな

い。このことは，日本の各産業・企業が情報システムを導入する際のコスト削減を意味しており，同時に日本の

各産業・企業のICT導入による経済効果を高め，結果として日本の国際的競争力をも高めることになると考えら

れる。

1 はじめに

我が国において ICT を含むソフトウェア，ならびに ICT サービスを提供する主な産業の1つに情報サービス

業（サプライサイド）がある(1)。情報サービス業の業態，企業戦略等の要素は，ICT を導入する企業（ディマン

ドサイド）に大きな影響を及ぼすであろう。なぜならば，情報サービス業の生産性向上は，産出物であるソフト

ウェア，ICT サービスの価格低下をもたらし，それを中間財，資本財として受け入れるディマンドサイドの投

入価格を下げることによって，生産性の向上に寄与するからである。さらに，このことは ICT を含むソフト

ウェアが，ハードウェアや OS 等の基盤ソフトに組込まれ，それが ICT サービスと共にビジネスプロセスへ導

入されることにより生産性に寄与するという，ソフトウェア，ICT サービスの体化型スピルオーバー効果が存

在する可能性を意味している。

本報告では，我が国の情報サービス業を多様な角度からその構造を分析し，その結果を踏まえた上で同産業の

課題について検討する。このことは，企業（ディマンドサイド）の ICT 導入による経済効果を高めるための議
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論につながるものである。一方では，今後米国および東アジアの ICT 産業の構造分析を進めるための方法論の

確立と相互に比較検討するための基礎資料の提示になるものと考えている。

2 長期費用関数を用いた情報サービス業の構造分析

筆者らはこれまでに，ICT の導入による経済効果を業種別に分析・評価しその結果を公表している(2)～(6)。そ

れらの結果の概要は，①1990年代前半は ICT の導入による経済効果は多くの業種でネガティブである，②90年

代後半は ICT の導入による経済効果は，電気機械を中心に多くの業種でポジティブとなっている，③サービス

業や製造業の消費関連などでは90年代を通して明確な効果は計測されていない，というものである。つまり，

ICT の導入による経済効果は，業種や計測時期によってバラつきがあり，これまでの研究ではもちろん個別の

原因は考察しているものの，効果そのものの存在に対する疑問を完全に払拭するものではなかった。筆者らの研

究を含め，ここ数年に発表された書籍・論文でも ICT の経済効果に関する疑問への明確な反証はない。ICT 導

入による経済効果を疑問視するいわゆる「生産性パラドックス」の原因として統計不備説とともに調整コストの

存在が議論されている。すなわち ICT を活用するためのノウハウの獲得や組織変更に伴うコスト等が必要とさ

れるのではないか，ということであり，その存在がICTの効果発現にタイムラグをもたらしているというもので

ある。このような観点は同時にハードウェアとしての ICT よりはソフトウェアとしての ICT の活用，あるいは

ICT サービスの効果的な活用の重要性を示唆しているものと考えることができる。現在では，PC や WS（ワー

クステーション）あるいは OS（オペレーティングシステム）や DBMS（データベースマネジメントシステム），

OA ソフトウェアに関してはほぼ世界共通標準のフレームワークができており，たとえば米国と日本でもこの部

分に関してはほとんど同様の性能，仕様の製品が用いられている。したがって日米で ICT 活用において何らか

の差があるとすれば，それはサプライサイドからみれば業務ソフトウェア，あるいは ICT に関わるコンサル

ティング分野のサービス機能に起因するものということができる。したがって，我が国におけるニューエコノ

ミーが明確に現れない一因が，ディマンドサイドにおいて，ソフトウェアあるいはコンサルティングを含む

ICT サービスをうまく活用できていないか，あるいは提供されるソフトウェアや ICT サービスが必ずしも最適

なものではないかのどちらか，あるいはその相乗効果に因るものであろうとの仮説を立てることができる。本報

告では，このような観点を情報サービス業の構造分析を通して検証を試みる。

2.1 費用構造分析の手法

本研究では，情報サービス業の構造を公表データをもとにトランスログ型費用関数を用いて分析を行うことに

する。トランスログ型費用関数は，一般的には（2.1）式のように表現できるが，費用に対する生産要素価格の

１次同次性の条件を加味した上で，生産要素価格を（2.2）式のように集計し，（2.1）式を整理すると（2.3）式

のようになる。ここで，生産要素価格を基準とする年度の価格に実質化すれば，各年度の各費用の金額の増減は

基本的に生産要素の数量の増減に依存することになる。また，集計した生産要素価格PAは規模に対して一定で

あると仮定すれば，（2.3）式は（2.4）式のようになる。さらに，ここで分析する生産物が一つであるとすれば，

（2.4）式は（2.5）式のようになる。（2.5）式で，Dt は当該年で１，それ以外では０をとるダミー変数であり，Tt

は技術水準を示すパラメータである。なお，規模の弾性値は（2.5）式を生産物の対数で微分し（（2.6）式），そ

の逆数を計算することで得られる（（2.7）式）。
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（2.4）式の T1 は技術水準を示すパラメータである。

ここで m 1= のとき
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2.2 分析データの概要

実際には，（2.5）式の費用関数のパラメータを与えられた94～98年度のクロスセクションデータにより推定す

る（94～98の各年度に対応する５つの費用関数を特定する）。ここでは，費用関数の費用は，人件費，減価償却

費，その他費用，金融費用の総計とし，生産物は売上高とする。分析には，特定サービス産業実態調査報告 情

報サービス業編（経済産業省）にある企業別集計の売上高，営業費用に関するデータを用いる。同データは，従

業者数，売上高規模などの企業規模別に，売上高，人件費，外注費，電算機借料，その他営業費用（減価償却費

含む）などを集計したものである。ただし，ここではそれらのデータを売上高，従業員数に基づいて企業規模別

に分類した上で，一企業当たりのデータに変換する。この一企業当たりのデータは，各企業規模に属する平均的

な架空の企業のデータと考えることができる。ただし，各年度のデータは，売上高は日本銀行「物価統計」の企

業向けサービス価格指数の情報サービス，人件費は労働省の「毎月勤労統計調査報告」の全産業の名目賃金指数，

外注費，その他費用は日本銀行の「卸売物価指数」，電算機借料は企業向けサービス価格指数のレンタル・リー

スを用い，それぞれ1995年の実質価格に修正している。

2.3 規模の経済性の分析

ここでは，前節で説明したデータを基に長期費用関数のパラメータを推定するとともに規模の弾性値 k を算

出し，情報サービス業に規模の経済性が存在するかどうかを検討した。同時に，企業規模別の規模の弾性値 k

から同産業の最適生産規模（平均費用が最小となる時の売上高であり，規模の弾性値 k 1＝ となる）の算出を

行った。また，各年度の長期費用関数から技術変化の影響について検討した。

パラメータの推定結果を表2.1に示す。また得られたパラメータから規模の弾性値 k を算出した結果を表2.2と

図2.1に，平均費用の理論値を図2.2にそれぞれ示す。

2.4 分析結果の考察

表2.2から，企業規模別の規模の弾性値 k のデータを年度ごとにみると，全体として多くの企業規模で規模の

経済性（ >k 1）が確認できる。また，表2.1から各年度の技術変化をみると，95 年度は技術水準を表す Tt はプ

ラスの値であり，費用を削減する効果があったとの結果がみられる。しかし，96年度，97年度は技術水準を表す

Tt はマイナスになっている。94年度から98年度にかけての情報機器の高性能化は疑う余地もないが，98年度の

技術水準が95年度と同程度という分析結果は，95～98年度にかけて情報機器の性能向上による経営の効率化を何

らかの非効率な要因が相殺しているためと考えられる。例えば最新の ICT への投資にともなう減価償却費の上

昇による固定費の増加や，先端的な ICT を経営に有効に利用できていないなどの理由が考えられよう。

一方，表2.2から平均費用が最小となる最適生産規模をみると，94年度は売上高で約11億円と算出されたが，

95年度は約９億円に一旦縮小している。しかし，翌96年度は約12億円に再び拡大し，その後は97年度に約17億円，

98年度は約34億円と急拡大している。これは95年度以降，企業の ICT 導入への機運が高まり，情報サービスへ

の需要が拡大し，サービス単価の上昇などによる価格効果の影響が大きいと考えられる。つまり，価格効果によ

り売上高が拡大すれば，生産要素の追加投入は必要がないため費用最小となる売上高の規模も必然的に拡大する

ことになる。同様に表2.2より， >K 1 から <K 1 へと変化する従業員規模を特定すれば，情報サービス業の最適
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生産規模を従業員規模で考えることができる。94年度は50～99人の従業員規模が費用面から最適であり，98年度

では100～299人の従業員規模が最適であると判断できる。この結果から，情報サービス業では94～98年度までの

５年間で売上高規模，従業員規模それぞれにおいて費用面で最適となる規模が拡大していることが分かる。98年

度の最適生産規模が，売上高で約34億円ということは，売上規模が30億円を下回る中小の企業は効率的経営が達

成されていないことを意味している。現実には売上規模30億円を下回る企業は全体の約８割以上にも達する。特

定サービス産業実態調査報告から，営業利益を計算すると，売上規模で３千万円以下の企業は，94～98年度を通

して営業損失となっており経営的に極めて厳しい状況にある。その一方で，売上規模が大きくなる程，営業利益

も増加する傾向にある。従業員一人当たりの営業利益も同様であり，98年度は売上規模１千万円以上３千万円未
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表2.1 費用関数の Parameters 推定値

表2.2 情報サービス業の規模別年度別の規模弾性値 k

図2.1 規模の弾性値 k 図2.2 費用関数から計算した平均費用の理論値



満で約32万円の損失であるのに対して１億円以上10億円未満では84万円，100億円以上で約400万円の利益となる

（表2.3）。

2.5 情報サービス業の費用構造に関する分析

2.4節で述べたように，情報サービス業は企業規模によって経営状況に大きな違いがある。表2.3の人件費率を

見ると，規模の小さい企業ほど比率が高い。一方，電算機借料率は概ね規模の大きい企業ほど比率が高くなって

いる。この結果から，規模の小さい企業ほど労働集約的であり，規模の大きい企業ほど設備集約的である傾向が

うかがえる。この状況を基に，2.4節で述べた企業規模によって経営状況が大きく変化する要因を分析する。表

2.3からわかるとおり，要因として最も大きいのは，一人当たり売上高の水準であり，売上規模１千万円以上３

千万円未満で一人当たり売上高約400万円であるのに対して，１億円以上10億円未満では約920万円，100億円以

上で約2800万円にも達する。

ここで注目すべきことは，表2.3において企業の規模が大きくなる程，営業費用全体に占める外注費の割合

（外注費比率）が高くなり，売上規模１千万円以上３千万円未満９％，１億円以上10億円未満で20％，100億円以

上で33%になることである。このことから，情報サービス業務の請負価格は企業規模が大きい程高く，その反面，

請け負った情報サービス業務のかなりの部分を他の企業へ外注する構造がみえてくる。また，規模の小さい企業

では請負価格が安く，規模の大きい同業者からの下請け的な存在になっていることが推測される。さらに，表

2.4からこの傾向は分析期間を通じて拡大傾向にあることがわかる。

この構造は，情報サービス業における同業他社への売上高を用いた分析でも明らかになる。表2.5は情報サー

ビス業に属する企業に関する，1994～98年度までの従業員規模別の１社あたり売上高，そのうちの情報サービス

業に属する企業への売上（同業売上），および同業売上の比率を示したものである。これより1994～98年度の間

は，規模の大小を問わず，売上は伸びており，特に規模の大きい企業ほど伸率が高いことがわかる。しかしなが

ら，全売上に占める，同業売上の割合（同業売上比率）をみると，規模の小さい企業ほどこれが大きく，した

がって業界依存度が高くなっていることがうかがえる。
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表2.3 企業規模別の一人当たり売上高および費用
(7)

表2.4 外注費の推移



このように，同業売上比率と外注費比率の間には従業員規模に関して明らかに逆の相関がみられる。このこと

はこの期間の小規模，中規模企業の売上増の一部が，特に同じ業界の大手情報サービス企業の外注費支出により

まかなわれていた可能性が高いことを示している。しかし一方では，同期間の売上を情報サービス産業への売上

（同業売上）とそれ以外（異業種売上）に分けると，同業売上の伸率は年率換算では規模にかかわらず７％台と

ほぼ拮抗しているものの，異業種売上の伸率は，最も伸率の高い従業員500人以上の企業でも5.8％に留まってい

る（表2.6）。このことは，情報サービス業では，大手の企業が受注した案件を，大小を問わず情報サービス企業

に外注する動きが強まっていることを示唆している。これは情報サービス業界のモジュール化あるいは下請構造

強化のどちらかを意味している。このことを規模別賃金の推移からみてみたい。表2.7から1994年度と98年度の

間で，一人あたり給与支給額の規模間格差は明らかに大きくなっている。この事実と，先に指摘した規模の小さ

い企業ほど労働集約的であること，同業売上比率と外注費比率の相関関係とを併せて考えると，情報サービス業

における下請構造の強化と解釈するのが自然である。

2.6 情報サービス業の競争力強化への課題

2.5節に述べた下請け構造の存在は，競争原理が働かず，また適正なソフトウェア価格が形成されなくなる可

能性を秘めている。その結果，ディマンドサイドは高価なソフトウェアを使わざるを得ず，またサプライサイド

である情報サービス業には国際的な競争力向上が阻害されることが懸念される。電子情報技術産業協会，情報

サービス産業協会および日本パーソナルコンピュータソフトウェア協会が公表しているソフトウェア輸出入統計

調査によれば2000年の実績でソフトウェアの輸出は前年比3.3％減の90億円に対して，輸入は前年比27.6％増の

9,189億円に達している。すなわち，圧倒的な輸入超過の状況にあり，ソフトウェアにおける国際競争力は決し

て高いとは言えない。特に輸入では米国との取引が約90％を占める状況である。日米における情報サービス業の

売上高を構成する項目の中で，特に顕著な違いとして指摘されるのが，パッケージソフトとカスタマイズソフト
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表2.5 規模別売上および同業売上の推移

表2.6 異業種への売上の推移

表2.7 従業員規模別の一人あたり給与支給額の推移（単位：千円）



の売上高比率の違いである。特定サービス産業動態統計によれば，2004年度の日本の情報サービス業のカスタマ

イズソフトによる売上高はソフトウェア開発全体の売上高の実に82.5％に達する。また，平成15年版情報通信白

書によれば，カスタマイズソフトだけで情報システムを構築している企業の割合は，日本の場合53.6％と過半数

を占めるのに対して，米国ではわずか15.8％に過ぎず，パッケージソフトを活用して情報システムを構築してい

ることが窺える。情報システムの核となるデータベースやここ数年，注目されている業務統合型パッケージソフ

トなど基盤となるパッケージソフトの多くは外来である。ソフトウェア開発の分野で国際競争力を高めるために

も，収益性を高めるためにも，パッケージソフトの開発を進めることが必要である。

3 まとめ

本報告では，わが国の情報サービス業の構造分析の結果を示すとともに，生産性パラドックスの原因の一つと

して調整コストの存在を指摘した。すなわち ICT を活用するためのノウハウの獲得や組織変更に伴うコスト等

が必要とされるのではないかということであり，その存在が ICT の効果発現にタイムラグをもたらしていると

いうものである。このことは，ICT の経済効果を論じるにはハードウェアとしての ICT よりも，むしろソフト

ウェアとしての ICT の活用，あるいは ICT サービスの効果的な活用が重要であることを示唆している。そして，

ICT の経済効果を巡る問題は ICT の利用者側の問題であると同時に，供給者側の問題として捉えることもでき

ることを示している。このような観点から，生産性パラドックスの問題を日本におけるソフトウェア，ICT

サービスの主提供産業である情報サービス業の問題として捉えることができるのではないかという問題提起を行

い，これについて分析検討した。特に売上高，外注費，人件費に注目して分析した結果，情報サービス業では規

模の大きい企業ほど設備集約的であり，かつ規模の経済が働かないこと，一方，規模の小さい企業ほど労働集約

的であり，かつ規模の経済が働くことがわかった。また，業界全体に下請け構造が存在することが示唆された。

さらに，情報サービス業はカスタマイズソフトに偏った業態であり，これは収益性が高く，国際的にも競争力

のあるパッケージソフトウェアの開発にとってマイナスの面が強い。ディマンドサイドにとっては，過剰にカス

タマイズソフトに偏った ICT の導入は，調整コストの増加につながり，加えて業務改革の機会を逸することが

懸念されることを指摘した。このように必ずしも情報サービス業の付加価値が高まっていないことは，2000年以

降の ICT バブルの崩壊とも関連性があるものと推測される。もちろんマクロ経済的要因や国際的資金の流動性

の問題はあるものの，ICT 産業への投資家の期待が極めて高まったことに反して，その中核である情報サービ

ス業の構造がさほど変化していないことに失望感が出たことも一因であろう。最後に，わが国の情報サービス業

がより高付加価値な産業にシフトするためには，下請け構造から脱却し，単一の顧客に対するカスタマイズソフ

トではなく，汎用性のあるパッケージソフトを開発し多数のユーザに提供する体制を実現する必要がある。情報

サービス業の高度化を進めることによって，ICT を導入する企業の経済効果は一層高いものになる。また，ソ

フトウェア輸出入統計調査で明らかになったようにわが国の ICT 産業は，電気機械などのハードウェア部門で

はきわめて強い国際競争力を持っているが，ソフトウェアとしての情報サービス業の国際競争力は，一部のゲー

ムなどを除き脆弱である。情報サービス業の高度化を実現することにより，ハード，ソフトが一体となったバラ

ンスの取れた状態に移行できるのである。米国との比較においても圧倒的な輸入超過であるソフトウェア部門の

強化がわが国の ICT 産業の課題といえよう。

注釈

（１）本稿において，「ディマンドサイド」とは，ICT の導入を進める産業，業種の総称とする。また「サプラ

イサイド」とは情報サービス業と同義とする。

（２）廣松　毅，小林　稔，坪根直毅，栗田学，大平号声，「IT（情報技術）導入の経済的効果に関する実証分

析」，『社会科学研究』第53巻第５号，pp 119-146，東京大学。

（３）廣松　毅，小林　稔，坪根直毅，栗田学，大平号声，「産業/企業における IT（情報技術）導入の効果と

その計測」，『日本社会情報学会学会誌』第13巻２号，pp 47-62，日本社会情報学会。

（４）小林　稔，「わが国における産業・企業の情報化と「ニューエコノミー」」『和光経済』第34巻第２・３号，

pp 53-62，和光大学。

（５）廣松　毅，小林　稔，坪根直毅，栗田学，大平号声，「IT（情報技術）導入の効率性に関する計量分析」，

『経済統計研究』第29巻第Ⅳ号，pp 1-21，社団法人　経済産業統計協会。
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（６）Minoru Kobayashi, Takeshi Hiromatsu, Naoki Tsubone, Manabu Kurita, Gosei Ohira,“Economical

Impacts of IT on Industries in Japan”, Working Paper NO.213 Center on Japanese Economy and

Business Columbia Business School, 2003

（７）特定サービス産業実態調査報告書（経済産業省）より作成した。表2.4～2.7も同様。
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